
　「世界人権宣言」は、1948年12月10日に国連で採択さ
れ、昨年70周年を迎えました。採択当時の国連加盟国は、
第二次世界大戦の戦勝国を中心に58カ国に過ぎず、日本
も加盟していませんでした。アジア・アフリカで多くの国
が独立を果たしていく中で加盟国が増加し、現在では
193か国（2018年3月現在）に増えています。70年にわ
たる国際社会における対話の積み重ねは、人種差別撤廃
条約、女子差別撤廃条約、拷問等禁止条約、児童の権利条
約など、さまざまな条約を生み出し、「世界人権宣言」の理
念は、普遍的に受容されるものとなってきました。
　しかし一方で、依然として深刻な人権侵害にさらされて
いる人々は世界中に存在します。また、人権に対する否定
的・敵対的な姿勢を隠さない人が増え、ＳＮＳなど新たな情
報ツールによる差別意識や憎悪感情が拡散されていく現
象もみられます。そうしたことを考えると、今は人権その
ものが重大な岐路に立たされているように感じます。

　2015年９月、国連で「持続可能な開発目標（Sustainable
Development Goals：ＳＤＧｓ」が採択されました。加盟
国が合意し、2016年から2030年まで、15年にわたって
実施されます。ＳＤＧｓは、2001～2015年にかけて実施さ
れたミレニアム開発目標「ＭＤＧｓ（Mi l l e nn i um 
Development Goals）」の後継として策定されました。
ＭＤＧｓの対象が主に途上国であったことに対し、ＳＤＧｓは
世界のすべての国を対象にしています。
　「持続可能な開発」という概念は、1980年代終わりに登
場し、「将来の世代がその欲求を満たす能力を損なうこと
なく今日の世代の欲求を満たす開発」（国連「環境と開発
に関する世界委員会」『われら共有の未来』1987年）と定
義されています。以来、国際社会は、「環境と開発の両立」
を目指してきましたが、結果はうまくいきませんでした。
　環境破壊は、進んでいます。昨年の西日本豪雨、連日の
猛暑日、度重なる巨大台風の来襲、これら一連の出来事
は、世界気象機関（ＷＭＯ）から「気候変動を象徴する事例」
とみなされています。近年では、大きさ5㎜以下の「マイク
ロプラスチック」が大量のゴミとして海洋を汚染するといっ
た新たな問題も発生しています。プラスチックゴミについ
ては、一部の国に処分を押しつけてきたことも問題です。

  
　開発における最大の問題は、格差社会の広がりです。そ
れを象徴するのが富の偏在化です。「世界の大富豪62人
が、全人類の半分、すなわち36億人と同額の資産を保有
している」（国際ＮＧＯオックスファムの報告）といわれま
す。2011年、アメリカで起こったオキュパイ運動では、「ほ
んの一握りの人が富を独占している」という意味で「We 
are the 99%」と人々が声をあげウォールストリートを占
拠しました。
　これまで貧富の差は、「先進国と途上国間」に焦点が当
たっていましたが、それに加え、今では「各国内」で見過ご
すことができない格差が生じています。従来の「開発が進
めば、格差は徐々に小さくなり、最後はみんなが恩恵に浴
することができる（トリクルダウン）」という考え方も機能し

ていません。持続可能性の問題は「後の世代に負担を先
送りしない」という「世代間」が主な対象でしたが、日本に
おける世代を問わず増加する非正規雇用の問題からもわ
かるように、2000年以降は「世代内」の格差が急速に広
がっています。

　ＳＤＧｓは、２つの理念を掲げています。ひとつは「誰一人
取り残さない」という理念です。国籍、民族、性別、宗教、障
がい、肌の色、豊かさ、出身、年齢、地理的条件等にかかわ
らず、これまで社会から、取り残されてきた人、取り残され
がちな人、声を上げることが難しい人、声を上げる機会を
奪われてきた人たち、すべての人たちに光をあてて、日
本、世界がともにＳＤＧｓを実現していこうとするものです。
　もう一つの柱は、持続可能な開発を構成する５つのＰ。
人間(people)　地球(planet)　豊かさ(prosperity)   
平和(peace)　パートナーシップ(partnership)です。
MDGsの下で達成できなかった目標に引き続き取り組む
とともに、MDGsには含まれていなかった平和や暴力等
の課題、また、近年、深刻さを増している格差の問題、排他
的な意識の拡大、環境問題等に世界全体で取り組む、包
括的な目標です。

　さて、国際的な視点から見て、日本が取り組むべき課題
と感じられる点を挙げてみます。
　女性の人権や参加でいうことでは、現在、世界の１００か
国以上で「クオータ制」が導入され、政治の世界に一定割
合の女性が選ばれるようになっています。「パリテ」と呼ば
れる男女半々を基本とする国も現れています。社会を構
成する多様な人々が政治に参加することが重要と考える
国際的な価値観のなか、日本における女性の国会議員の
割合は衆議院10.1％、参議院20.7％で（2018年2月）、他
国から大きく遅れを取っています。
　子どもへの体罰、そして暴力・虐待の問題も深刻です。
例えば、千葉県で起こった「野田市小４女児虐待死事件」で
は、子どもがＳＯＳを出しているにも関わらず、関係機関が
適切な対応をせず、子どもの命が絶たれてしまいました。
この事件は、国際社会からも厳しい目で見られています。
　企業においては、外国人労働者や技能実習生への対
応、サプライチェーンの労働環境などにおいて人権侵害
がないか、今一度、見直す必要があるのではないでしょう
か。ビジネスチャンスの視点だけではなく、「2030年の世

界・社会のために、2019年の今、何をしなければいけない
のか」が求められているのです。

　「G20大阪サミット」の開催が６月28・29日に予定されて
いますが、関西NGO協議会では、市民の目線で日本と世界
の課題を考え、持続可能な社会に向けた市民の声を社会と
世界に発信しようと「KANSAI-SDGs市民アジェンダ」を策
定しています。これまで、分科会を５回開催し、延べ200名
が参加されました。原発事故で福島から逃れてきた人、在日
外国人の方、大学生など、さまざまな立場の人が意見を出
しています。ＳＤＧｓという包括的な理念のもとに、いろんな
課題に取り組んできた様々な人が参加することで、それぞ
れの課題の相互関連性も見えてくる貴重な機会です。
　2025年の大阪万博でも、ＳＤＧｓの達成を目指すことが
開催目的のひとつになっています。ＳＤＧｓを通じて、みなさ
ん一人ひとりが世界の課題に目を開き、それを自分の問題
として考え、行動を起こす機会になればと願っています。
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「世界人権宣言70周年記念大阪集会」を開催しました
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一般財団法人アジア・太平洋人権情報センター
（ヒューライツ大阪）

2018年12月5日（水）
大阪市立阿倍野区民センター大ホール

ヒューライツ大阪は、
世界人権宣言大阪連
絡会議との共催で、
「世界人権宣言70周
年記念大阪集会－国
際人権基準の進歩・
成果・課題と日本」を
開催しました。


